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2022年６月期の業績予想について 

2022 年６月期（2021 年７月１日から 2022 年６月 30 日）における当社の業績予想は以下のとおりであります。 

【個別】                               （単位：百万円、％） 

決算期  

 

項 目 

2022 年６月期 

（予想） 

2021 年６月期 

（実績） 

2020 年６月期 

（実績） 

 
対売上 

高比率 

対前期 

増減率 
 

対売上 

高比率 
 

対売上 

高比率 

売 上 高 2,360 100.0 113.6 2,078 100.0 2,638 100.0 

営 業 利 益 250 10.6 125.4 199 9.6 386 14.6 

経 常 利 益 225 9.6 117.7 191 9.2 377 14.3 

当 期 純 利 益 152 6.5 120.8 126 6.1 268 10.2 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 金 額 
68 円 27 銭 61 円 39 銭 131 円 76 銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 未定（注）４ 16 円 00 銭 
700 円 00 銭 

（17 円 50 銭） 

（注） １．当社は連結決算財務諸表を作成しておりません。 

２．2020 年６月期（実績）及び 2021年６月期（実績）の１株当たり当期純利益金額は期中平均発行済株式数により算

出し、2022年６月期（予想）の 1株当たり当期純利益金額は公募による新株式数（200,000 株）を含めた予定期中

平均発行済株式数により算出しております。 

３．2021 年３月 12 日付で、普通株式１株につき 40 株の株式分割を行っております。上記では、2020 年６月期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算出しております。なお、1 株当たり配当金に

ついては、2020 年６月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の数値を参考までに（ ）内に

記載しております。 

４．当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと認識しております。2022年６月期（予想）については

配当を予定しておりますが、具体的な配当金については現時点では未定であります。 

５．2021 年 ８月 13日開催の取締役会において承認された 2021 年６月期の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）に基づいて作成しておりますが、金融商品取引法第 

193 条の２第１項に基づく監査は未了であり、監査報告書は受領しておりません。 
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【2022 年６月期業績予想の前提条件】 

１． 当社全体の見通し 

当社は、「社会に貢献する企業として、高品質の商品とサービスの提供により、顧客満足度を高め、社員一人

一人が高いモラルを維持し、社会にとってなくてはならない会社となる。」を経営理念として、電子マネーの急

速な普及に伴い多様化するカード取引に対応するシステムを開発し、「キャッシュレス決済サービス事業」とし

て加盟店や企業への導入及びクラウドによる決済 ASP サービスを行っております。また、導入後の保守・運用

に関するサポートサービスは自社でヘルプデスクを備え、24 時間体制でタイムリーに対応できるよう整備して

おります。 

当社のビジネスが立脚するキャッシュレス決済市場において、キャッシュレス決済の比率は 2019 年の時点で

約 26.8％となっており、韓国や中国といったキャッシュレス先進国と比較すると大きく出遅れています。政府

はキャッシュレス決済比率を 2025 年までに４割程度、将来的には世界最高水準の 80％を目指すこととしてい

ます（「成長戦略フォローアップ」(2019 年６月 21 日閣議決定)、「キャッシュレス・ビジョン」（2018 年４月 11

日 キャッシュレス検討会策定））。一方、日本国内においてキャッシュレス決済が利用できるシーンは年々拡大

してきています。キャッシュレス決済にはクレジットカード、電子マネー、デビットカード、スマートフォン

決済（コード決済）など複数の手段が存在していますが、日本のみならず世界的に今後も普及の一途を辿るも

のと予想されます。キャッシュレス推進協議会「キャッシュレス・ロードマップ 2020」によれば、2019 年度に

決済額ベースで 80 兆円程度であった国内キャッシュレス決済市場規模は、2025 年度には 120 兆円とおよそ 1.5

倍になることが想定されています。 

このような状況のもとで、当社は、引き続きキャッシュレス決済サービスの販売拡大に努め、既存顧客の持

続的な成長とともに、新規顧客開拓に努めておりますが、2020 年６月期は消費税増税に伴う「キャッシュレス・

消費者還元事業」による、いわゆる特別需要（2020 年６月期の売上高 2,638 百万円のうち、キャッシュレス・

消費者還元事業による売上高は 702 百万円）があったことから、2021 年６月期は、売上高 2,078 百万円（前期

比 21.1％減）、営業利益 199百万円（前期比 48.3％減）、経常利益 191 百万円（前期比 49.2％減）、当期純利益

126 百万円（前期比 52.8％減）となりました。2022 年６月期は、現時点における主要顧客の動向と案件情報を

精査し、クレジットカード接触型 IC 化対応等の継続案件に加え、非接触ＥＭＶやコード決済等のコンタクトレ

ス決済の拡販と、国際ブランド NW 接続の稼働開始が見込まれることから、売上高 2,360百万円（前期比 13.6％

増）、営業利益 250 百万円（前期比 25.4％増）、経常利益 225 百万円（前期比 17.7％増）、当期純利益 152 百万

円（前期比 20.8％増）となる見込であります。 

 

２． 業績予想の前提条件 

（１）売上高 

当社はキャッシュレス決済サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略してお

りますが、キャッシュレス決済サービス事業の売上高は、情報システム開発、アウトソーシングサービスの

各売上高で構成されております。 

 

① 情報システム開発 

情報システム開発は、主にキャッシュレス決済における、プロセシング業務を顧客自身が運用する場合
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に必要な決済処理システムを提供するものです。基本機能は自社のキャッシュレス決済パッケージソフト

ウェア CARD CREW PLUS をライセンス提供しておりますが、加盟店のニーズに合わせて受託のカスタマイ

ズが発生することから、「情報システム開発」と呼んでおり、加盟店が自身で管理する環境へシステム構築

を行うオンプレミス型のカスタマイズと、当社が保有するシステムをクラウドとしてご利用いただく決済

ASP サービスのカスタマイズがあります。又、対面販売での決済に欠かせない決済端末の販売もこのカテ

ゴリーに含んでおります。決済端末アプリケーションは全て自社開発し、基本パッケージをベースにご希

望のカスタマイズを承っています。収益構造としてはフロー収益であり、需要により売上が変動します。 

売上高の予測数値の策定にあたっては、2022 年６月までに売上計上できる受注済み案件（113 百万円）

及び引合中案件の商談の進捗を 6 段階で管理し、そのうち、5 段階以上のものを受注確度の高いもの（1,184

百万円）として取扱って予測しております。 

以上の結果、システム開発の 2022 年６月期通期の売上高は決済 ASP サービス導入や IC 化対応案件の受

注により 725 百万円（前期比 18.7％増）、機器販売の 2022 年６月期通期の売上高は決済端末の販売により

572 百万円（前期比 0.7％増）となり、情報システム開発全体では 1,297 百万円（前期比 10.0％増）を見

込んでおります。 

 

② アウトソーシングサービス 

アウトソーシングサービスは、決済 ASP サービス（クラウド型）と保守運用サービスの二つがあります。

決済 ASP サービス（クラウド型）は、顧客環境に当社の決済システムを設置又は導入するのではなく、当

社がプロセシングに必要なソフトウェア、通信専用回線、サーバを用意し、ご利用いただくサービスです。

一方、保守運用サービスは、情報システム開発で受託して提供した決済システムの保守やコールセンター

運用を行うサービスです。 

いずれのサービスも、顧客単位の月額固定売上、決済端末台数単位の月額処理料売上等で収益構造とし

てはストック収益であります。 

売上高の予測数値の策定にあたっては、既存顧客の継続受注案件（911 百万円）及び引合中案件の商談

の進捗を 6 段階で管理し、そのうち、5 段階以上のものを受注確度の高いもの（151 百万円）として取扱

って予測しております。以上の結果、アウトソーシングサービスの 2022 年６月期通期の売上高は、決済

ASP サービスが顧客の増加に伴い売上が増加し 753 百万円（前期比 24.9％増）、保守運用サービスが顧客

の増加に伴い売上が増加し 310百万円（前期比 5.1％増）となり、アウトソーシングサービス全体では 1,062

百万円（前期比 18.2％増）を見込んでおります。また、主な経営指標としているアウトソーシングサービ

スのエンドユーザー数は 2022 年 6 月通期で 357 件を見込んでおり、同サービスのエンドユーザー月額平

均単価は 245 千円を見込んでおります。 

 

（２）売上原価、売上総利益 

売上原価は、情報システム開発（開発）においては、主として労務費、外注費、情報システム開発（機器

販売）においては、主として材料費（商品仕入）、アウトソーシングサービスにおいては、主に労務費で構成

されております。 

労務費は、案件毎に工数を積み上げ、労務費平均単価を掛けて算出しております。外注費は、外注先毎に
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発注予定を積み上げ、案件毎に割り当てております。また、材料費（商品仕入）は、決済端末導入のある案

件を積み上げ、納品予定台数に単価を掛け算出しております。 

 

2022 年６月期においては、売上原価は 1,319 百万円（前期比 9.6％増）、売上総利益は 1,040 百万円（前期

比 19.0％増）を見込んでおります。 

 

（３）販売費及び一般管理費、営業利益 

販売費及び一般管理費の主たるものは、人件費、研究開発費となります。 

人件費については、2021 年 3 月の実績をベースに一定の昇給分を加味し、343 百万円（前期比 7.4％増）

を見込んでおります。 

研究開発費については、各部門にてプロジェクト計画を策定し、プロジェクトにかかる費用を積み上げ、

142 百万円（前期比 1.7％増）を見込んでおります。 

その他の経費につきましては、科目別に積み上げを行っております。 

 

2022 年６月期においては、販売費及び一般管理費は 790 百万円（前期比 17.2％増）、営業利益は 250 百万

円（前期比 25.4％増）を見込んでおります。 

 

（４）営業外損益、経常利益 

2022 年６月期においては、借入金に対する定常的な支払利息等の発生のほか、株式上場に関連する費用を

見込んでおります。 

 

2022 年６月期においては、営業外収益は 0 百万円、営業外費用は 24 百万円を見込んでおり、経常利益は

225 百万円（前期比 17.7％増）を見込んでおります。 

 

（５）特別損益、当期純利益 

2022 年６月期においては、特別利益の発生を見込んでおりません。また、特別損失として訴訟関連費用を

18 百万円見込んでおります。法人税等に関しては、税引前当期純利益に対する実効税率により算出しており

ます。 

以上の結果、2022 年６月期においては、当期純利益は 152 百万円（前期比 20.8％増）を見込んでおりま

す。 

 

【業績予想に関する留意事項】 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は、様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 

以上 


